
労災認定基準（弁護士　佐渡島　啓）
ここしばらく，常に一〇件前後の労災関連事件を担当しています。
作業場で労働者が事故に遭ったケースなどは，労災認定を受けることに問題はなく，あとは労災保険では支給されない慰謝料などを勤務先
に請求します。

しかし，過労死など過労によって脳心臓疾患を発症させたり，精神疾患を発症させたりした場合には，そもそもそれが労災といえるのか，
その判断は容易ではありません。

この判断の指針となる基準が厚労省の通達で出されています。
脳心臓疾患に関して言えば，昭和三六年通達では，発症直前（少なくとも発症当日）に過激な業務に従事していなければ労災にあたらない
とされていましたが，徐々にこの考え方が改められ，平成一三年通達では，「発症前の長期間（六カ月）にわたって，著しい疲労の蓄積を
もたらす特に過重な業務に就労したこと」も含むと改訂され，過労で倒れた事案も労災として認められるケースが増えてきました。

精神疾患についても，昨年一二月に新たな通達が出されました。精神疾患を発症する際には，心理的負荷となる出来事が職場で複数発生し
ていることも多くありますが（パワハラ，異動，仕事上の失敗など），従前の認定基準では，これらの出来事の心理的負荷の強度を弱中強
の三段階でそれぞれ評価し，一つも強となるものがなければ原則として労災とは認めませんでした。

しかし，今回の通達により，例えば，中と評価する出来事が複数あれば，その結果全体を強と評価して労災認定を可能とするなどの改訂が
おこなわれました。

このように，医学的知見の進歩や裁判例の蓄積により，労災認定基準も徐々に拡大されています。
不幸にして労災が疑われる事案に遭遇した際には，ぜひご相談ください。

弁護士　佐渡島　啓

知って得する法律相談（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

質問
遺言を書くことを勧めらることが増えましたが，実際に遺言にはどのようなことを書けばいいのでしょうか。
また，もし遺言を書かなかった場合には，相続はどうなるのでしょうか。

https://saitamasogo.jp/archives/28913
https://karoshi.jp/learning/whatiskaroshi.html#:~:text=%E9%81%8E%E5%8A%B4%E6%AD%BB%E3%81%A8%E3%81%AF%E3%80%81%E4%BB%95%E4%BA%8B,%E3%81%93%E3%81%A8%E3%82%92%E6%84%8F%E5%91%B3%E3%81%97%E3%81%BE%E3%81%99%E3%80%82
https://saitamasogo.jp/sadoshimakei
https://saitamasogo.jp/archives/28909


回答
遺言を遺すということは死を意識することだと思われがちですが，法律上は満一五歳以上の人であれば，何時でも自由に遺言を書くことが
できます。
遺言の方式にはいくつか民法に規定されていますが，多くは自筆証書遺言（遺言者が遺言の全文，日付，氏名を自署し，印を押す方式）か
公証人が作成する公正証書遺言で作成されます。
遺言を遺さなかった場合には，法定相続分にしたがって相続人は相続し，その分割方法は相続人間の協議によって決めることになります。

しかし，この協議の中で，誰がどの遺産を相続するか，療養看護などにあたってきた者の寄与分をどうするかといったことでもめる可能性
があるため，この協議で相続人がもめないように，また，遺言を遺す人の考えが反映されるように，多くの遺言では，相続分の指定や遺産
分割方法の指定をすることになります。
また，仏壇，位牌，墓地，系図など祭祀財産と言われるものを引き継ぐ者の指定を遺言ですることもできます。

ただし，遺留分を考えずに作成された遺言はかえって後に相続人間での紛争になりかねませんし，遺産の内容などによって，遺言の内容を
工夫したり，遺産分割禁止の期間を定めることも必要かもしれません。
ご心配の場合には，お気軽に当事務所にご相談ください。

嗚呼、花の応援団（弁護士　髙木　太郎）
弁護士　髙木　太郎

出身高（熊本県立玉名高校）は、５月下旬の体育祭（応援合戦）が有名でテレビでも取り上げられます。
今年はＴＢＳの土曜８時「ぶっちぎり」で６週にわたり特集されました。

全体を３つの団（赤、蒼、黄色。昔は４つ）に分けて、１，２年生が櫓に整列して座り、団長の演舞に合わせて、学生服（黒）・色タオル
３色をあげさげし、１２０パターンもの人文字を描きます。

入学式から３週間。中学を卒業したばかりの田舎の子どもの目の前に、タンラン、ボンタンという出で立ちの３年生の応援団リーダーが現
れ、「押忍、押忍」と大声で「気合いを入れ」させられます。
声が小さいと、「こえんこまかあ！（声が小さい）」と怒鳴りつけられ、ちょっと人より間違いが多いと「おまえ、まちがいすぎったい
（お前、間違いすぎだぞ）！」と櫓から（ひきずり）おろされ、「個別指導」を受けることに。
そんなことを繰り返し、体育祭当日には、一糸乱れぬ人文字の演技が完成するのです。

体育祭が終わると、３年生は「怖い応援団」の演技を終えます。
１年生は、最初恐怖で凍り付き、次に人文字の完成に向けて集中し、最後はリーダーと共に泣く。特に１年生女子は、途中からリーダー病
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という病に罹ります。

全体主義を思わせる練習風景ですが、ケンカしたことのない子どもは限度を知らない、なんてことを考えると、いい経験なのかも知れませ
ん。

団藤重光先生を偲ぶ（弁護士　宮澤　洋夫）
弁護士　宮澤　洋夫

団藤先生は去る6月25日、逝去された。私共が司法試験に挑戦していた頃、刑法学会を二分していた小野清一郎先生の「応報刑」論、木
村亀二先生の「教育刑」論に対して、人格形成責任を問う「人格刑」論を展開され、平野龍一先生の刑事訴訟の「弾劾的捜査」論と相俟っ
て刑事法学界に画期的変化をもたらされた。

団藤先生は「最高裁判事」（74～83年）に就任されて、衆参両院の議員定数訴訟では「一票の格差」が拡大することに警鐘を鳴らす意
見を表明し、大阪空港騒音訴訟では飛行差止を却下した多数意見に対し「住民の健康と生活環境を侵害している」と反対意見を表明する等
リベラルな対処をされていた。
他方、「疑わしきは被告人の利益」の鉄則を再審に適用して再審の門戸を広げた「白鳥決定」に関与し、「名張」毒殺事件にも関与された
が、それを契機に「死刑廃止論」に転じられた。

退官後は死刑廃止運動に参加され、「死刑廃止論」（91年）を出版され「刑罰なき社会」を問うたが、1995年、多事に亘る刑事法学
への貢献により「文化勲章」を授与された。

関東弁護士会連合会は平成7（96）年度司法シンポジウムを「死刑廃止」をテーマに開催した。
団藤先生の「死刑廃止論」はもとより、「欧米諸国の資料・文献」等内外の資料・現地視察の結果も反映された。
翌平成8年の“園遊会”で東宮参与に就任されていた団藤先生にお会いした際、「この20年間で死刑廃止国と存置国は逆転したが、“関
弁連”始め法律家の皆様の活動に勇気づけられている」と述べられたことが甦る。
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幸福度（弁護士　梶山　敏雄）
弁護士　梶山　敏雄

どこの研究機関が発表しているのかは忘れましたが、都道府県の「幸福度」というのがあり、毎年「福井県」が第１位であった記憶です。

もし、その理由の中に経済力的な指標があり、大飯原発の見返りが反映されているとしたら何と危うい「幸福度」かも知れません。
野田首相と福井県知事らの、何が何でも活断層密集地帯に位置する原発再稼働ありきの、できレースのやり取りは、「八百長」の見本を見
ているようでした。

世界の「幸福度」（２０１１年度）で言えばデンマークなど北欧３国が１位から３位を占め、日本は８１位だそうです。
デンマークは消費税２５％、税金負担率は７０パーセントと、日本のそれよりはるかに高率ですが、医療・教育はタダであり、病気などで
失業した際の補償も十分な手当てがなされています。
年金は少ないそうですが「何が起こっても今の生活が維持されるという安心感」こそが「幸福度」が高い大きな要因なのでしょう。

社会保障制度において北欧は日本より３～４０年先を行っていると言われていますが、かつてはバブルに踊らされ「金が一番」という時代
もあったそうです。価値観を根本から変え、モノより自由・時間、シンプルな生活が大事という社会が創り上げられました。

「コンクリートから人へ」という民主党のスローガンに見事に騙されたことを深く恥じると共に、今起こりつつある脱原発の大きなうねり
を見ると、まだまだ「幸福度」を追及できる日本の国民力はあるぞ、とも感じています。

憲法と国旗と国歌（弁護士　伊藤　明生）
弁護士　伊藤　明生

長野県中川村の曽我逸郎村長が，同村議会６月定例会で、「国旗と国歌について村長の認識は」という一般質問に対して答弁された内容が
素晴らしいとの話を，私の妻に教えてもらいました。確かに素晴らしい。感銘を受けました。
その一部紹介させて頂きます。

「私は、日本を誇りにできる国、自慢できる国にしたい」

「日本人だけではなく、世界中の人々から尊敬され、愛される国になって欲しい。それはどのような国かというと、国民を大切にし、日本
と外国の自然や文化を大切にし、外国の人々に対しても、貧困や搾取や抑圧や戦争や災害や病気などで苦しまないで済むように、できる限
りの努力をする国です。」
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「これは、私一人の個人的見解ではなく、既に５５年以上も前から、日本国憲法の前文に明確に謳われています。」

「しかし、現状はまったく程遠いと言わざるを得ません。」

その具体例を指摘した後，そのような「日本を、一部の人たちが、褒め称え全面的に肯定させようとしている」，「この人たちは、国旗や
国歌に対する一定の態度を声高に要求し、人々をそれに従わせる空気を作り出そうとしています。国旗や国歌に対する一定の態度を声高に
要求し、人々をそれに従わせる空気を作り出そうとしています。声高に主張され、人々を従わせようとする空気に従うことこそが、日本の
国の足を引っ張り、誇れる国から遠ざける元凶だと思います。人々を従わせようとする空気に抵抗することによって、日本という国はどう
あるべきか、ひとりひとりが考えを表明し、自由に議論しあえる空気が生まれ、それによって日本は良い方向に動き出すことができるよう
になります。」等々と続きます。

抜粋で，説明の部分も私の独断です。詳細は，ネットで知ることができます。是非，お読み下さい。
日本の村長でこのような方がおられることを知って，嬉しくなりました。

ダブルスタンダード（弁護士　伊須　慎一郎）
弁護士　伊須　慎一郎

日産自動車の最高経営責任者であるカルロス・ゴーン氏は２０１２年３月期の役員報酬９億８７００万円をもらうようです。
赤字の日産を黒字にしたとか、利益を出しているから、約１０憶円の役員報酬は妥当だという意見もありますが、豊田章夫氏（トヨタ自動
車社長）の役員報酬１憶３６００万円と比べると、あまりにも高すぎるのではないかという批判もあります。

これに対し、ゴーン氏は、グローバルスタンダード（世界の主要企業との比較）からすると、自分の報酬は正当な水準だと反論しています。

ところで、日産自動車は２００８年秋のリーマンショックを理由に、事務系の女性派遣労働者を切り捨てました。
日本では、派遣労働者に代表される非正規労働者は不安定・低賃金の『二重苦』が当たり前のようになっています。

しかし、諸外国を見ると、雇用期間に定めがあるという不安定雇用の見返りに、正社員以上の賃金を保障することにより、『二重苦』を強
いる不正義・不公正な働かせ方を規制しています。

日産自動車は、世界最悪と評価される派遣法すら守らないで、２００８年秋以降に派遣労働者を切り捨てました。
ゴーン氏が、自分に都合良く高額の報酬を正当化するためにグローバルスタンダードを口にするのなら、グローバルスタンダードにとうて
い及ばない世界最悪の派遣法をせめて遵守してからにすべきではないでしょうか？　
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朝日新聞2012年5月21日夕刊掲載「働く人の法律相談」－
有給休暇　新入社員も取れるの？－（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

6ヶ月間で8割「継続勤務」が必要
今年の大型連休は曜日の並びが良く、年次有給休暇を取って９連休を満喫した人も多かったと思います。ところで、新入社員は年休を取れ
るのでしょうか。

労働基準法では、６カ月間継続勤務し、全労働日の８割以上出勤して初めて年休が１０日与えられます。ただし、就業規則などで労働者に
有利な取り決めがあれば、そちらを優先します。

継続勤務したかどうかは、雇用契約の形式ではなく、実体的に判断されます。年休の趣旨は、労働者の心身の疲れを回復させ、引き続き質
の高い仕事ができるようにさせるためだからです。

例えば、雇用期間は１年であっても、何度も契約を更新している場合、その期間は全て継続して勤務していたことになります。

ある競馬場の労働者は、有期雇用でしたが、開催日に合わせて雇用契約を結んでいました。その勤務期間について、次のように判断された
裁判例があります。

その人は主な競馬場でレースがない７～８月に勤務がありませんでした。雇い主側は１カ月以上も勤務がないため、雇用関係は断絶してい
ると主張。しかし、その期間も他の競馬場ではレースがあり、雇われる可能性がありました。また勤務日程によっては、その人よりも年間
の勤務日数が少ない人でも「継続勤務」とされた場合があり、不公平になることなどから、実質的に勤務は継続していたとされました。

２０１０年の労基法改正で、労使協定によって５日分までは時間単位で年休を取れるようになりました。疲労回復や生活とのバランスのた
めにも、労働者の権利である年休を有効に活用したいものです。
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朝日新聞2012年4月14日夕刊掲載「働く人の法律相談」－
試用期間中の遅刻で本採用拒否－（弁護士　佐渡島　啓）
弁護士　佐渡島　啓

大型連休が終わり、新入社員の皆さんもいよいよ本格的に仕事に取り組み始める時期でしょう。しかし、学生時代の生活リズムが抜けず、
試用期間中に遅刻などをして、本採用されるか不安だ、という方もいるのではないでしょうか。

試用期間は、採用面接などで会社が知ることができない労働者の能力などを、いったん職務に就かせて、判断することにその趣旨や目的が
あります。そのため、試用期間満了後の解雇（本採用拒否）は、普通の解雇よりも広い範囲で認められると言われます。

しかし、試用期間とはいえ、会社と労働者との労働契約は成立しています。労働者には、本採用されることへの期待もあります。

そこで、試用期間満了後の解雇は、客観的に合理的な理由が存在し、社会通念上相当と認められる場合にのみ許されます。その解雇理由も、
試用期間中における事情でなければなりません。採用面接での事情や、採用試験の成績などは、理由になりません。

ある裁判では、試用期間中の遅刻が他より多かったとして、労働者を解雇したことが有効かどうかが争われました。判決では、その労働者
には反省すべき点があるものの、遅刻したのは交通事情や天候の影響がある▽遅刻は最大で５分▽遅刻に対し、会社は始末書の提出はおろ
か注意さえしていない▽無断欠勤は一度もない――などを理由に解雇を無効としました。

ただし、本採用後、会社から注意や指導を繰り返し受けたにもかかわらず、相変わらず遅刻が多ければ、普通の解雇とされる可能性もあり
ます。社会人の自覚をもって、毎日を送ることが重要です。

コラム　その他
 貧困の連鎖を断ち切り、すべての人が人間らしく働き生活する権利の確立を求める決議（日弁連人権擁護大会）
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